
（様式１）
普代村 　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成28年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28

普代村東日本大震災
復興交付金基金残高

普代村東日本大震災
復興交付金基金の利息額

普代村東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

92,811 282 1,109,206

執行
年度
23
24
25
26
27
28

合　計 1,109,206

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0

0

1,201,735

23,625

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

261,762
0

交付分
普代村

0
937,692

0
0
0

0
821,033

2,281

262,133
26,040

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」、「基金の利息額」、「取崩額」の欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

33,030
0

303,000 249,913

0

合　計

契約済額
（国費相当額）

118,163
98,720

0

279,375
0



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 5,163 4,026 1,137
25
26
27
28

累計 5,163 0 4,026 1,137
23
24 7,350 3,325 4,025
25
26
27
28

累計 7,350 0 3,325 4,025
23
24 52,333 41,217 11,116
25
26
27
28

累計 52,333 0 41,217 11,116
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 64,846 0 48,568 16,278
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

84,187 64,846 0 48,568 16,278
84,187 64,846 0 48,568 16,278

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

都道県
交付分

各年度
別合計

全体
事業
期間

7,745 24 ～

11,025 24 ～ 24

65,417

省庁名 文部科学省

事業番号

－ 2 － 2 － 村 村 直接 完了

旭日区 村 村 直接

普代村

旭日区 24

中学校防災備
蓄倉庫整備事
業

旭日区

（様式２A）

6 － 1 －
小学校の避難
路整備事業

8 ◆ A － 2 － 1 － 1

7 A

小学校から中
学校への避難
路整備及び野
外運動場嵩上
げ事業

A － 2 村 村 完了直接

24.12.15　設計管理業務発注　25.4.1　業務完了
25.1.17　工事発注　25.3.29　完成

完了 24 ～ 24

25.2.8工事発注　25.4.5　完成

24.8.1　設計業務発注　24.10.3　業務完了
24.8.6　工事発注　24.12.3　完成

合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 713,411 635,542 -
25 91,093 101,009 - 25年4月事業着手、26年3月事業完了
26 21,029 46,924 26年12月8日事業着手　27年6月10日事業完了
27
28

累計 804,504 0 757,580 46,924
23
24 14,188 13,967 -
25 9,604 9,543 282 25年4月事業着手、26年3月事業完了
26
27
28

累計 23,792 0 23,510 282
23
24 39,375 0 -

25 23,625 29,970 -

【沢】　26.1.27　工事発注
      　26.7.31　工事完成
【堀内】26.4.16　工事発注
　　　　27.3.18　工事完成

26 33,030 0
27
28

累計 63,000 0 63,000 0
23
24 127,500 80,630 -
25 46,870 0
26
27
28

累計 127,500 0 127,500 0
23
24 112,500 18,090 -
25 0 41,323 53,087 H26.4.11完成
26 0
27
28

累計 112,500 0 59,413 53,087
23
24 39,680 21,330 -
25 18,350 0
26
27
28

累計 39,680 0 39,680 0

170,000 24

9 ◆ C －

5 C － 1 － 1 －
漁港環境整備
事業

堀内漁港
地区

県 県 直接 完了 150,000 24

4 C － 6 － 1 －
漁港施設機能
強化事業

沢、白井
地区

県 村 間接 完了

2 ◆ C － 7 － 1 － 1

海産物等販路
拡大・販売促
進事業

緑区 村 村 直接 完了 29,741 24 ～ 25

－ 1 －
共同利用施設
復興整備事業

黒崎、堀
内、沢、
白井、元
村、太田
名部地区

村 村 直接 完了 1,158,715 24 ～ 27

～

村

1 C －

24

普代村
省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

3 C － 5 － 1 －

堀内、沢地区
漁業集落防災
機能強化事業

堀内、沢
地区

県 25

～ 24

間接 完了 84,000 24

～ 24

24

（様式２C)

7 － 1 － 2
復興ふれあい
広場整備事業

緑区 村 村 直接 完了 49,600

7

～

【市町村タイプ】　24.7.9　設計監理業務発注 24.11.29 業務完了
　　　　　　　　　　　24.8.13　工事発注　24.11.28　完成

24年4月事業着手、25年3月事業完了

24.8.3　工事発注　25.8.9　工事完了

24年７月　工事発注
26年４月　工事完了

24.7.1～25.4.11　用地交渉・買収
25.11.14　工事発注　　26.3.27　工事完成



23
24 29,700 26,944 2,756
25
26
27
28

累計 29,700 0 26,944 2,756
23
24 8,400 8,400
25 5,040
26 5,011 29 H27.2.10　工事発注　H27.3.17　工事完成
27
28

累計 13,440 0 13,411 29
23
24
25 112,500 90,798 21,702 25.5.31　工事発注　26.3.31　工事完了
26
27
28

累計 112,500 0 90,798 21,702
23
24
25
26
27
28 2,281

累計 2,281 0 0 0
23 0 0 0 0
24 279,375 0 98,720 0
25 23,625 0 118,163 53,087
26 0 0 33,030 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

404,000 303,000 0 249,913 53,087
23 0 0 0 0
24 805,379 0 706,183 2,756
25 218,237 0 219,700 21,984
26 0 0 26,040 46,953
27 0 0 0 0
28 2,281 0 0 0

1,484,462 1,025,897 0 951,923 71,693
1,888,462 1,328,897 0 1,201,836 124,780

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

市町村
交付分

各年度
別合計

39,600 24

村 直接 新規 40,006 28 ～ 28

直接 25完了 150,000 25 ～

－ 1 － 1 － 1
漁業集落復興
効果促進事業

村 16,800 24 ～ 26

－ 3
海産物直売施
設整備事業

旭日区

10 C － 7 － 2 －
漁具保管施設
整備事業

黒﨑、鳥
居地区

村 村 直接 完了 ～ 24

12 ☆ Ｆ

13 C － 6 －
沢、白井
地区

14 ◆ C － 7 － 1 村

村 村2 －

漁港施設機能
強化事業（直
接補助分）

都道県
交付分

24.11.6　工事発注　25.2.19　工事完成

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成27年度進捗状況（契約状況）報告
平成28年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 67,467 66,282 1,185
25 43,525 42,433 1,092 25..11.14　工事発注　26.2.25　工事完了
26
27
28

累計 110,992 0 108,715 2,277
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 67,467 0 66,282 1,185
25 43,525 0 42,433 1,092
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0

130,580 110,992 0 108,715 2,277
130,580 110,992 0 108,715 2,277

全体
事業
期間

130,580 24 ～ 25

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

普代村
省庁名 国土交通省

事業番号

11 D － 1 － 1 －

津波に対応し
た避難道路整
備事業

太田名部
地区

村 村 直接 完了

（様式２D）

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

24.8.3　設計業務発注　24.11.7　業務完了
24.8.1～25.1.31　用地交渉・買収　24.11.9　工事発注

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。
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